第１５章　賃金及び労働
概況　
　昭和58年の日本経済は、第２次石油危機後３年に及んだ景気停滞を脱し、景気回復への歩みを示しはじめた。
　58年前半はアメリカの景気回復に伴い輸出が好調に転じたことが景気回復の牽引力となり、年後半には次第に内需も回復しはじめた。
　一方、昭和58年の大阪経済についてみると、３月までは景気停滞が続いたが、４月以降、輸出や生産活動が持ち直してきたことから回復へと転じたが、その歩みは全国と比べ緩やかなものにとどまった。
　こうした経済動向の中で、昭和58年の賃金及び労働の動きを「毎月勤労統計調査」（事業所規模30人以上）でみると、次のような結果であった。
賃金の水準
　昭和58年の大阪府の常用労働者１人平均月間現金給与総額は、調査産業計で33万5478円、前年に比べ4.0パーセントの増加となり、前年の伸び（5.8パーセント増）こそ下回ったが、年間合計額では402万5730円と初めて400万円を超えた。
　名目賃金は49年（25.8パーセント増）に20パーセント台の大幅な伸びを示したあと、第１次石油危機の影響による不況の底といわれた50年（12.2パーセント増）には10パーセント台の伸びとなり、その後年々上昇幅を縮小し、58年には4.0パーセント増の伸びにとどまった。
　消費者物価の上昇分を考慮した実質賃金は、前年の伸び（3.1パーセント増）を0.9ポイント下回る2.2パーセント増となったが、消費者物価が安定したため前年に引き続いて堅調な伸びを示すこととなった。
賃金格差と産業別賃金の動向
　事業所規模別に現金給与総額の動きをみると、すべての規模で前年の伸びを下回り、「500人以上」規模では37万8722円で、前年に比べ4.1パーセントの増加となり、前年の伸び（4.9パーセント増）を0.8ポイント下回った。
　「100人から499人」規模は33万4232円で前年に比べ4.0パーセントの増加（前年5.7パーセント増）、「30人から99人」規模では31万4419円で3.9パーセントの増加（同6.8パーセント増）となり、共に前年の伸びを1.7ポイント、2.9ポイント下回った。
　この結果、「500人以上」規模の賃金額を100とした場合、「100人から499人」規模で88.3（前年88.3）、「30人から99人」規模では83.0（同82.6）となり、「30人から99人」規模でわずかに格差が縮小した。　
　男女別では、男子が39万364円で前年に比べ4.2パーセントの増加（前年5.9パーセント増）、女子が20万924円で2.7パーセントの増加（同3.8パーセント増）となり、男女共前年の伸びを下回った。
　この結果、男子の賃金額を100とした場合、女子は51.5で前年（52.5）より1.0ポイント下回り、51年（57.7）以降毎年男女間の賃金格差は拡大傾向を続けている。
　次に、現金給与総額を産業別にみると、最高は「電気・ガス・水道・熱供給業」の42万5605円で、最低は「卸売業・小売業」の30万5903円となった。
　また、対前年上昇率をみると、全産業中最高の伸びを示したのは、「金融・保険業」で5.0パーセント増、最低は「不動産業」の1.3パーセント増であった。
　この結果、最高の伸びを示した「金融・保険業」から最低の伸びとなった「不動産業」までの差は3.7ポイントとなり、前年の「運輸・通信業」（10.0パーセント増）から「不動産業」（2.8パーセント増）までの7.2ポイントの差を下回り、産業間のばらつきは縮小した。
夏季・年末賞与の支給状況
　昭和58年の夏季・年末賞与の支給状況をみると、１人平均支給総額（夏季・年末）は100万8587円で前年に比べ3.3パーセント増となり、４年連続して前年の伸びを下回ったものの初めて100万円を超えた。
　その内訳をみると、夏季賞与は46万4684円で前年に比べ5.6パーセント増となり、前年の伸び（5.0パーセント増）を0.6ポイント上回った。
　また、年末賞与は54万3903円で前年に比べて1.6パーセント増となり、前年の伸び（5.8パーセント増）を4.2ポイント下回った。
労働時間等の動向
　昭和58年における出勤日数は、前年と同じく月間平均21.7日となり、総実労働時間は月間平均171.9時間（前年172.3時間）で0.4時間の減少となり、１週平均39.6時間、１日平均では7.92時間となった。
　これを所定内労働時間と所定外労働時間に分けてみると、それぞれ158.5時間、13.4時間であった。
　なお、生産活動と密接な関連をもつ「製造業」の所定外労働時間をみると、58年平均では減少を示したが、57年７月（1.3パーセント減）から減少幅を拡大し、58年２月に最低（8.7パーセント減）となったが、７月、８月のもちあいから９月（2.6パーセント増）には増加に転じ、10月（9.2パーセント増）以降大幅な増加を示したことが注目された。
